
１．はじめに

近年，観測環境の変化が大きくクローズアップされ

てきた（近藤 2012）．観測環境が変化すると周辺の気

象データも変化する．気象官署周辺の建物の密度は

1960年頃から増加傾向にあり，それに伴って年最大風

速が減少してきていることが指摘されている（田村ほ

か 1984，1989）．一方，突風率が増加傾向にあるこ

と，その原因として測器の変更および観測環境の変化

によることも明らかにされている（桑形 1993）．

突風率は風速計の設置高度，地表面状態，測器の変

更などによって変わる．これらを境界層理論に基づき

台風通過時などのイベント毎に調査した研究が桑形

（1993）などに見られる．突風率と地表面状態の関係

を長期変動に着目して調べた研究の例としては，田

村・西村（1992）があげられる．彼らは，突風率の年

平均値（毎日の突風率の１年間の平均値）を解析し，

風速鉛直分布を記述する“べき法則”中のべき指数が

1978年から1990年にかけて増加していることを見出し

ている．なお，風工学の分野では，突風率は最大瞬間

風速が生じた時のその値と10分間平均風速との比で定

義される．他方，気象学の分野では，日最大瞬間風速

と日最大風速（10分間平均風速の日最大値）の比を

もって突風率とすることも多い．過去の観測データに

10分間平均風速がない場合が多いため風工学分野で定

義される突風率の近似値として利用するのだが，最大

瞬間風速は必ずしも最大風速の平均時間内に発生する

とは限らない（塩谷 1979）との指摘もあることには

注意が必要であろう．ともあれ，前述の桑形（1993）

や田村・西村（1992）では日最大瞬間風速と日最大風

速の比が突風率として用いられ，その経年変化の解析

に成功している．

気象学にみる突風率計算の類推から，年突風率とい

う指標を年最大瞬間風速と年最大風速の比として定義

することもできる．年最大瞬間風速と年最大風速は古

くから統計値として整備されているので，その単純な

比である年突風率も長期にわたって算出することがで

きる．しかしながら，その値は大きな台風が接近した

年に大きくなるなど年々の変動幅が大きく，長期変化

を調べる目的には適さない．そこで近藤（2005）は平

滑化年突風率（月最大瞬間風速の年12回の平均/月最

大風速の年12回の平均）を提案した（近藤（2005）で

は年平均突風率と命名されているが，突風率の年平均
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値との誤解を避けるため，本論文では平滑化年突風率

と呼ぶことにする）．平滑化年突風率は，年突風率に

比べ年々変動が小さく長期変化を調べるのに適してい

る．本研究では平滑化年突風率を用い，その長期変化

から観測環境の変化を調べる．ここでは観測環境を代

表する量として，接地層の風速鉛直分布を表す対数分

布則中に出てくる空気力学的粗度を用いる．

２．解析方法

2.1 従来の粗度の定義

地表面の土地利用形態から空気力学的粗度 zを求

める手法がKondo and Yamazawa（1986）により開

発されている．その方法を用いて日本のアメダス気象

官署について1985年時点の幾何学的粗度 z が求めら

れている（桑形・近藤 1990，1991；近藤ほか 1991）．

また，平坦地上の地上風速と上空（自由大気）の地

衡風速との関係が接地境界層内の風速分布の式(1)と

ロスビー数相似則の式(2)から求められる（近藤・山

沢 1983）．
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ここで，U は地上風速，u は摩擦速度，kはカルマ

ン定数（＝0.4），zは風速計高度，zは空気力学的粗

度，U は地衡風速，fはコリオリパラメータ，Cは

地衡風抵抗係数．Aと B は大気安定度の関数であり，

中立の大気境界層の場合，A～1.5，B～4.0となる（近

藤 1982，p.110参照）．

式(1)と式(3)から u を消去すると
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式(2)と式(4)からU ，U および zを与えると，粗度

zと Cを求めることができる．この方法で求めた粗

度をロスビー数粗度（z ）と定義する．幾何学的粗

度 z とロスビー数粗度 z の間には１対１の対応関

係が得られている（Kondo and Yamazawa 1986）．

本論文では，Kondo and Yamazawa（1986）に従っ

て中立時のデータを抽出して z を求めた（付録参

照）．

2.2 突風率粗度の定義

桑形（1993）によれば，乱流変動量と摩擦速度の関

係，最大瞬間風速と最大風速の関係は次式のように表

される．

σ
u
＝α (5)

U ＝U ＋βσ (6)

ここで，σは主風向方向の風速変動の大きさ（標準

偏差），U は最大瞬間風速，U は最大風速であ

る．αとβは，

α：大気安定度の関数，中立では2.5～３

β：風速計の追従性，風速の乱れの状態に依存し２

～４

である．

強風時は近似的に中立な大気状態であると考えられ

るため，式(1)でU～U とおき，式(1)，(5)および

(6)から u とσを消去すると，突風率 G は以下のよ

うに表すことができる．
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但し，kαβ＝２～５．式(7)は突風率，観測高度，空

気力学的粗度およびパラメータ kαβの満たすべき関

係である．

ここで，近藤（2005）の提案した平滑化年突風率

G̃ を用いて式(7)と類似の式を作ると，
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となる．但し，U は n月の月最大瞬間風速，

U は n月の月最大風速である．式(8)の z を本

論文では突風率粗度と定義する．

風杯式風速計と風車型風速計では，その応答が異な

りデータの均一性・連続性を保つために補正係数が提

案されている状況である．そこでここでは，風杯式と

風車型の変更による機器の差を除くため，風車型風向

風速計で観測を開始した1975年から2004年までのデー

タを用いた．なお，風車型風向風速計になってから

も，旧型（発電式）（1981年頃まで），80型（パルス

式）（1982年頃から1995年頃），95型（応答改良）

（1996年頃以降）などの機器の変遷があり，それらの

変更時の前後の突風率の変化も調べられている（山岸

1996；横井 1997；藤部 2001）．それらをまとめると，

旧型から80型そして95型への変更過程で突風率は増加
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している．式(8)から kαβが一定とすると型式変更に

よる突風率の見かけの増加は突風率粗度の見かけの増

加をもたらす．同様にして旧型，80型および95型のそ

れぞれの中で風速計の設置高度が変更されると突風率

粗度に対して見かけの影響が現れる．これらの見かけ

の影響を除去し地面の凹凸に対応した空気力学的粗度

を求めるため，次節の手順で突風率粗度を求めること

とする．

2.3 突風率粗度の推定方法

前節の突風率粗度を実際の粗度と関連付けるために

式(8)の中の kαβに着目する．αやβには上記で述べ

たような不確定性があるため，ここではそれらをまと

めて kαβが型式変更や設置高度変更で値が変わると

仮定し，突風率自体の補正は施さない．まず，気象官

署での幾何学的粗度が求められている1985年の時点で

z ＝z とおいて同年の平滑化年突風率と風速計高

度を与えて式(8)から kαβ を気象台毎に決める．そ

の kαβ を使って1985年以外の年の突風率粗度を求

める．次に型式変更や設置高度変更があった時は以下

の方法で kαβを決める．同一地点では周辺の粗度環

境は急激に変わらないと考えられるので，変更時の年

を境としてその前１年間とその後１年間の z が等し

いとして後１年間の平滑化年突風率と風速計高度から

kαβを再評価し，後年には kαβを用いて z を評価

する．なお，合同庁舎移転や設置場所の移動に伴い設

置高度を変更した場合は「粗度環境が急激に変わらな

い」という仮定は一般には成り立たない．このように

して求めた z について，1985年時点の z がその前

後の年に比べて極端に大きいまたは小さい値の場合

は，1985年時点の平滑化年突風率に何らかの問題が

あったと考えられるので，平滑化年突風率としてその

前後の平均値を使って kαβ を再評価する．

３．結果

第１図a～cは1961年以降の東京における年平均風

速などの長期変化の例である．旧型は1975年１月１日

～1982年３月９日（期間A），80型は1982年３月10日

～1996年２月18日（期間B）そして95型は1996年２月

19日以降（期間C）である．また1979年１月１日に，

「観測環境悪化による移設・東南東へ164m移動（気

象庁 2010）」として風速計の移設を行い，それまでの

地上高度52.3mから74.6mに変更している．(a)平

均風速は上で述べた測器の変更や設置高度の変更によ

り不連続に変化している．年最大風速には減少傾向が

見られるが，年最大瞬間風速には顕著な傾向は見られ

ない．(b)その比を取った年突風率はばらつきが大き

いが増加傾向を示している（△と▲印）．なお，年最

大瞬間風速と年最大風速が同一日に発生した年（△

印）とそうでない年（▲印）の系統的な差異は見られ

ない．同じデータで平滑化年突風率をプロットすると

増加傾向はより鮮明になる（太い実線）．旧型，80型

および95型それぞれの中でも増加傾向が見られ，増加

率の大きさは，型式変更前後でさほど変わらない．以

上のデータを基に2.3節の方法を用いて z を求めた

(c)．1985年時点の z は前後の値に比べて大きい．

そこでここでは2.3節の最後に述べたように1984年と

1986年の平滑化年突風率を平均して kαβ を求めた．

これは1984年と1986年の z の平均値を z に等しい

とおいたことに対応する．東京の突風率粗度は1990年

代から増加傾向が顕著になっている．なお図には2.1

節の方法で求めたロスビー数粗度も示してある．期間

は1989年～2004年で，５年～６年間の相乗平均値（幾

何平均値）を示した．詳細は第４図に関する説明を参

照．差はあるものの増加傾向は変わらない．

本手法を気象官署156箇所に適用し，1975年～1984

年，1985年～1994年および1995年～2004年の10年毎の

相乗平均をした z の値を第１表に示す．突風率粗度

z は，ほとんどの地点で大きくなる傾向を示してい

る．

小寺ほか（2009）は1976年と1997年の土地利用形態

から，Kondo and Yamazawa（1986）の方法を用い

て道南地域の幾何学的粗度 z を求めた．第２図に函

館について2.3節の方法で求めた z と1976年，1985

年および1997年の z を示す．z と z の値がよく

一致しており，2.3節の方法が妥当であることを示し

ている．

第３図は日本の気象官署156箇所（気象庁 2010）の

うち観測期間が1975年から2004年までのデータが整備

されている153箇所（第１表参照）から求めた kαβ

の粗度依存性である．但し，z は1985年段階の風向

別幾何学的粗度を全方位に対して相乗平均した値であ

る．図中▲印は，湖沼，河川敷および海水域が90％以

上占める方角がある地点である（桑形・近藤 1990,

1991）．大部分の地点で kαβ ＝２～５である．全地

点の平均値は kαβ ＝3.17，標準偏差＝0.69である．

これから kαβ＝3.5の一定値（桑形 1993）を用いて突

風率粗度 z を推定したとすると，式(8)から z

(kαβ ）＞z （kαβ＝3.5）の傾向があることが
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第１図 東京（気象庁大手町観測露場）における長期変化．(a)平均風速，年最大風速および年最大瞬間風速，

A，BおよびCはそれぞれ旧型，80型および95型の観測期間に対応，(b)年突風率と平滑化年突風率，
△は年最大風速と年最大瞬間風速が同一日に発生，▲印は異なる日に発生，(c)幾何学的粗度，突風率
粗度およびロスビー数粗度．

第２図 函館における突風率粗度 z の年々変化
と1976年，1985年および1997年各年の幾
何学的粗度 z ．

第３図 日本の気象官署153箇所の kαβ の粗度
依存性．z は1985年段階の幾何学的粗
度から求めた風向別粗度の相乗平均値．
▲印は，湖沼，河川敷および海水域が
90％以上占める方角がある地点である．
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わかる．

次に z と z （以下 kαβ または kαβで推定し

た値）の比較をした．ロスビー数相似則で用いる上空

のデータは館野高層気象台の高層データを用い，対応

する地上風データは関東地域の13地点の気象官署のも

のを用いた．z の中立時のデータ抽出条件（付録参

照）を適用すると年に最大６個程度のデータが得られ

る．ここでは z として1989年～1994年（６年間），

第１表 日本の気象官署156箇所について10年毎に相乗平均した z （m）．空欄はデータが30年分そろっていない
ため解析対象外地点．▲は人口増加率解析対象外地点．

番号 名称 1975-1985-1995- 番号 名称 1975-1985-1995- 番号 名称 1975-1985-1995-
622 軽 井 沢 0.36 0.65 1.04
624 前 橋 0.58 0.79 0.90
626 熊 谷 0.52 0.98 1.15
629 水 戸 0.35 0.64 0.77
631 敦 賀 0.52 0.39 0.63
632 岐 阜 0.47 0.79 1.01
636 名 古 屋 0.68 0.91 0.86
637 飯 田 0.73 0.86 0.76
638 甲 府 0.98 1.11 1.10
640 河 口 湖 0.23 0.37 0.49
641 秩 父 0.84 0.78 0.93
646 館 野 0.36 0.81 0.87
648 銚 子 0.79 0.77 0.95
649 上 野 0.58 0.54 0.40
651 津 0.31 0.63 1.47
653 伊 良 湖 0.09 0.13 0.09
654 浜 松 1.30 1.33 1.57
655 御 前 崎 0.15 0.31 0.31
656 静 岡 0.67 0.86 0.90
657 三 島 0.49 0.48 0.41
662 東 京 1.23 1.72 2.50
663 尾 鷲 0.56 0.96 1.10
666 石 廊 崎 0.08 0.06 0.08
668 網 代 0.14 0.02 0.02
670 横 浜 0.26 0.60 0.71
672 館 山 0.33 0.43 0.47
674 勝 浦 0.62 0.64 0.80
675 大 島 0.44 0.82 0.65
677 三 宅 島 0.01 0.04 0.11
678 八 丈 島 1.27 0.89 1.12
682 千 葉 0.49 0.85 1.60
684 四 日 市 0.73 1.03 1.64
690 日 光 0.77 0.82 0.78
740 西 郷 0.71 0.69 0.70
741 松 江 0.95 0.50 0.53
742 境 0.44 0.47 0.43
744 米 子 0.42 0.77 0.98
746 鳥 取 0.43 0.69 0.74
747 豊 岡 0.50 0.75 0.92
750 舞 鶴 0.49 0.72 0.93

▲751 伊 吹 山
754 萩 0.25 0.30 0.67
755 浜 田 0.14 0.16 0.15
756 津 山 0.32 0.82 1.08
759 京 都 0.81 1.65 2.16
761 彦 根 0.16 0.19 0.23
762 下 関 0.37 0.63 0.49
765 広 島 0.54 0.93 1.72
766 呉 0.12 0.11 0.11
767 福 山 0.68 0.42 0.36
768 岡 山 0.32 0.86 1.24
769 姫 路 0.27 1.06 1.81

770 神 戸 1.00 0.98 1.61
772 大 阪 0.75 1.33 2.13
776 洲 本 0.12 0.24 0.59
777 和 歌 山 0.34 0.86 0.97
778 潮 岬 0.17 0.16 0.14
780 奈 良 0.41 0.69 0.98
784 山 口 0.32 0.33 0.51
800 厳 原 0.39 0.62 0.78
805 平 戸 0.37 0.54 0.75
807 福 岡 0.43 1.00 1.30
809 飯 塚 0.56 0.47 0.32
812 佐 世 保 0.39 0.71 0.85
813 佐 賀 0.63 0.62 0.63
814 日 田 0.48 0.67 0.77
815 大 分 0.72 1.23 1.18
817 長 崎 0.95 0.75 0.81

▲818 雲 仙 岳
819 熊 本 0.71 0.96 1.17

▲821 阿 蘇 山 0.06 0.09 0.11
822 延 岡 0.45 0.62 0.90
823 阿 久 根 0.16 0.19 0.39
824 人 吉 0.62 0.89 0.97
827 鹿 児 島 1.55 1.27 1.47
829 都 城 0.43 0.71 0.77
830 宮 崎 0.82 0.87 0.79
831 枕 崎 0.42 0.45 0.36
835 油 津 0.04 0.08 0.08
836 屋 久 島 0.48 0.39 0.42
837 種 子 島 0.02 0.05 0.08
838 牛 深 0.10 0.28 0.39
843 福 江 0.25 0.34 0.36
887 松 山 0.60 0.96 1.37
890 多 度 津 0.06 0.06 0.06
891 高 松 0.67 0.65 0.85
892 宇 和 島 0.30 0.39 0.39
893 高 知 0.35 1.05 1.46

▲894 剣 山
895 徳 島 0.45 0.70 0.97
897 宿 毛 0.33 0.21 0.29
898 清 水 0.06 0.10 0.12
899 室 戸 岬 0.01 0.03 0.02
909 名 瀬 0.28 0.54 0.66
912 与那国島 0.18 0.13 0.14
918 石 垣 島 0.01 0.10 0.07
927 宮 古 島 0.18 0.13 0.14
929 久 米 島 0.18 0.17 0.22
936 那 覇 0.49 0.80 1.10
940 名 護 0.20 0.79 1.32
942 沖永良部 0.19 0.35 0.26
945 南大東島 0.18 0.23 0.28
971 父 島 0.06 0.09 0.08

▲991 南 鳥 島 0.02 0.08 0.16

401 稚 内 0.02 0.03 0.03
402 北見枝幸 0.02 0.05 0.08
404 羽 幌 0.35 0.48 0.40
405 雄 武 0.06 0.07 0.12
406 留 萌 0.00 0.02 0.01
407 旭 川 0.67 0.99 1.00
409 網 走 0.41 0.43 0.41
411 小 樽 0.29 0.46 0.46
412 札 幌 1.13 1.39 1.76
413 岩 見 沢 0.15 0.30 0.40
417 帯 広 0.99 0.80 0.75
418 釧 路 0.55 0.67 0.88
420 根 室 0.76 0.84 0.96
421 寿 都 0.02 0.03 0.04
423 室 蘭 0.26 0.49 0.43
424 苫 小 牧 0.10 0.11 0.15
426 浦 河 0.10 0.10 0.06
428 江 差 0.05 0.12 0.08
430 函 館 0.51 0.60 0.49
433 倶 知 安 0.58 0.64 0.49
435 紋 別 0.17 0.12 0.12
440 広 尾 0.17 0.21 0.24
512 大 船 渡 0.85 0.93 1.24
520 新 庄 0.18 0.50 0.53
570 若 松 0.24 0.36 0.43
574 深 浦 0.54 0.70 0.66
575 青 森 0.36 0.87 1.13
576 む つ 0.13 0.29 0.37
581 八 戸 0.22 0.24 0.31
582 秋 田 0.53 0.75 0.78
584 盛 岡 1.05 0.89 0.91
585 宮 古 0.49 0.37 0.27
587 酒 田 0.39 0.60 1.19
588 山 形 0.92 1.30 1.54
590 仙 台 1.05 1.22 1.38
592 石 巻 0.71 1.16 1.46
595 福 島 0.55 1.03 1.41
597 白 河 0.76 0.93 0.95
598 小 名 浜 0.25 0.54 0.63
600 輪 島 0.55 0.78 0.79
602 相 川 0.19 0.28 0.24
604 新 潟 0.77 0.99 0.97
605 金 沢 0.70 0.77 1.36
606 伏 木 0.88 0.54 0.62
607 富 山 0.30 0.55 0.68
610 長 野 0.69 0.68 0.57
612 高 田 1.00 0.86 0.79
615 宇 都 宮 0.56 0.69 0.67
616 福 井 1.22 0.85 1.01
617 高 山 0.65 0.86 0.79
618 松 本 0.62 0.79 1.04
620 諏 訪 0.04 0.09 0.04
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1995年～1999年（５年間）および2000年～2004年（５

年間）の３期間について各地点の相乗平均値を求め

た．結果を第４図に示す． 印は風速計高度Haが期

間中大きく変化しなかった地点である．△印は風速計

高度が変化したものである． 印はほぼ良い対応をし

ている．

第５図は第３図と同じ気象官署のうち市町村別人口

統計（総務省統計局 2011）が利用できる151地点（第

１表説明参照）について1975年から2004年の間の増加

率，１/z (dz /dt)と1980年から2000年の間の人口

増加率，1/p(dp/dt)との関係である．ここで pは人

口である．z の増加率は毎年のデータから，人口増

加率は５年毎のデータから，それぞれ回帰直線の勾配

を用いて求めた．突風率粗度の増加率は大部分の地点

（151地点中119地点）で正の値を示している．人口30

万人以上の都市では突風率粗度の増加率と人口増加率

の両者が共に正の傾向を示す割合が高い．人口が増加

すると建物が作られ，幾何学的凹凸が増加し，それが

突風率粗度 z の増加に反映する，という因果関係が

あることを示唆している．

４．考察

本研究では気象要素の長期変動に及ぼす観測環境の

変化を，新しく定義した「突風率粗度」を用いて調べ

た．

kαβが型式変更や高度変更により変わると仮定し

て求めた z が z とよく対応し仮定が妥当であるこ

とが確認された．しかし z と z の間のずれが大き

い観測点も見られた．風速計高度の変更は風速計を同

一地点でかさ上げした場合は，周辺の粗度環境の急激

な変化はないと仮定できるが，合同庁舎移転などのよ

うに場所の変更を伴う場合は粗度環境の急激な変化が

あることも考慮する必要がある．この問題点を解決す

るためには，第２図で示したように z で随時チェッ

クすれば推定精度は向上する．

突風率粗度は，z や z に比べて容易にかつ毎年

求めることができるので粗度の変化を年々から長期に

わたって調べるのに適している．一方，ロスビー数相

似則は数多くの観測データを平均したものに対して初

めてその意味を持ち，個々の観測データとの比較は，

大気の傾圧性や非定常性などの様々な要因のため，あ

まり意味を持たない（近藤ほか 1991）．単一のロス

ビー数粗度（z ）を求めるためには，５年～10年程

度平均した上空ならびに地上風速データが必要であ

り，このため z は年々の変化の解析に適さない．

先に述べた小寺ほか（2009）による1976年と1997年

の道南地域16地点の空気力学的粗度 z の比較結果を

第４図 kαβ を使い，更に型式変更や高度変
更を考慮して求めた突風率粗度 z とロ
スビー数粗度 z との関係．期間は1989
年～2004年を３期間に分割（本文参照）．
高層データは館野高層気象台，地上風
データは関東地域の13地点の気象官署の
ものを使用．ロスビー数粗度は中部山岳
地帯の地形の影響を補正した．風速計高
度Haが期間中大きく変化しなかった地
点と変化した地点で分類．

第５図 日本の気象官署151箇所における1975年
から2004年の間の突風率粗度 z の増加
率と1980年から2000年の間の人口増加率
の関係．単位は％/年，マークは人口
（万人単位）で分類．
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第６図に示す．大部分の観測所で z が大きくなって

おり，観測環境が変化していることが明らかになっ

た．これは今回の解析結果と整合する．最近は，レー

ザー高度計で地表面の凹凸を数cm単位でかつ水平分

解能を数mグリッドで計測する技術が開発され実用

化されている（細井ほか 2008）．この様な幾何学的凹

凸データを定期的に取得しておけば，気象官署以外の

ところでも観測環境の変化を調べることができる．

５．まとめ

気象官署の平滑化年突風率（月最大瞬間風速の年12

回の平均/月最大風速の年12回の平均）の長期変化を

1975年～2004年の期間について求めた．突風率は風速

計高度や観測環境および測器の変更によって変わり，

近年増加傾向である．突風率，風速計高度を用いて境

界層理論から気象台周辺の空気力学的粗度 zを推定

することができるが，本方法を平滑化年突風率に適用

して突風率粗度 z を新しく定義した．接地境界層内

の風速分布式(1)で定義される空気力学的粗度と対応

させるために，1985年時点における既知の幾何学的粗

度情報を用いて安定度や風速計などに依存するパラ

メータを新たに決め，それを用いて他の年の突風率粗

度を求める手法を考案した．推定した突風率粗度は土

地利用状態から推定した幾何学的凹凸を用いて求めた

空気力学的粗度 z や，ロスビー数相似則から求めた

空気力学的粗度 z と良い対応関係が見られた．突風

率粗度は大部分の観測所で増加傾向が認められた．更

に人口30万人以上の都市では突風率粗度の増加率と人

口増加率が共に正の値を示す地点が多く見られた．

以上のことから，突風率粗度は従来の方法で求めら

れている空気力学的粗度と同様，地表面の凹凸の情報

を含んでおり，z や z に比べて容易にかつ毎年求

めることができるので，その長期変化傾向から都市化

を含む観測環境の変化に関する知見を得ることができ

る．
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付録：中立時のロスビー数相似則を用いた地表面粗度 z

の計算．

データ抽出方法：

900hPaと850hPaの平均風速を地衡風速U と考えて地

上風速 uを以下の基準（Kondo and Yamazawa1986）

で抽出．

U ：地衡風速

900hPaと850hPaの各風速が10m/s以上，

日平均風速12m/s以上，

２高度の風速差が３m/s以下，

館野高層気象台の上空風速は中部山岳地帯の影響を受

けて２割減（近藤ほか 1991）であることを補正する

ためにU →U /0.8とした．

u：日平均地上風速

年平均値の1.5倍以上．

ロスビー数相似則によって計算される地上風速は平坦

地上のものなので，実測値と計算値とのずれは地形に

よる風速の減速（または加速）効果を表している．今

回の計算には気象台毎の風速の地形減衰効果（近藤ほ

か 1991）を考慮した．具体的には近藤ほか（1991）

の表A1中のαで uを割って地形減衰効果のない地上

風速を計算する．

解析期間（平均年数）：

1989～1994（６年間），1995～1999（５年間），2000～

2004（５年間）．

解析地点：

館野高層気象台の高層データに対応する関東地方の気象

官署（以下の13か所）．

宇都宮，前橋，熊谷，水戸，秩父，館野，銚子，東京，

横浜，館山，勝浦，千葉，日光
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